戦争法案の強行採決に抗議し、廃案を求め引き続き全力を挙げる決意を表明する
2015年7月15日　日本平和委員会
　安倍政権と自民、公明両党は15日、衆院特別委員会で戦争法案（安保法制）を与党単独で強行採決し、明日にも衆院本会議を開き強行可決しようとしている。
　私たちは、今国会での強行に反対し法案そのものにも反対する国民の圧倒的多数の意思を無視し、採決を強行した安倍政権と自民、公明両党に厳しく抗議し、衆院本会議での採決の強行を中止し、法案を撤回することを断固として求めるものである。
　安倍政権がこのような暴挙に打って出たのは、審議すればするほど、その危険性が浮き彫りになり、国民の理解が遠のき、反対の世論が日増しに広がり、内閣支持率が急速に低下し、国民の世論と運動に追い詰められたからに他ならない。これ以上追いつめられる前に、採決を強行しようとしてきたのである。
　審議をすればするほど、それが、アメリカの引き起こす戦争に世界規模でいつでもどこでも参戦する仕組みをつくる、憲法9条違反の稀代の悪法であることが明瞭になってきた。このような憲法違反の法案を数の力で強行するなど、絶対に許されない。
　憲法学者の90%以上が違憲の法案と反対している。日本弁護士連合会と全国すべての単位弁護士会が反対を明確にし反対運動に取り組んでいる。法案に反対する学者・研究者の声明への賛同は1万人以上に広がっている。著名な文化人も勇気をもって反対の声を上げ始めている。自民党の元幹部たちも「国策を誤る道」と次々と反対の声をあげている。全国の地方議会で反対・慎重審議を求める決議が急速に広がっている。学生をはじめ若者たちが自らの未来の問題として、母親たちが子どもたちの未来の問題として、行動に足を踏み出している。全国各地、各分野でかつてない共同の行動が生まれ、発展している。
　安倍政権の強行採決は、この国民の怒りをさらに激しいものにし、戦争法に反対する共同のたたかいを新たな段階へと発展させるものとなるだろう。
　私たちは、広範な人々とさらに手を取り、安倍政権のすすめるこの戦後最悪の憲法9条破壊の策動を打ち砕くために、引き続き全力を尽くす決意をここに改めて表明するものである。
